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個
人
住
民
税（
市
民
税
・
道
民
税
）の
定
額
減
税

個
人
住
民
税（
市
民
税
・
道
民
税
）の
定
額
減
税

【問合先】
税務財政課

市税係
℡②3186

令和
6年度

【
対
象
者
】

▼
令
和
６
年
度
個
人
住
民
税
の
合
計

所
得
額
が
１
，８
０
５
万
円
以
下
の

方▼
令
和
６
年
度
個
人
住
民
税
の
所
得

割
が
課
税
さ
れ
る
方

※
均
等
割
、利
子
割
、配
当
割
、株
式

等
譲
渡
所
得
割
か
ら
は
控
除
さ
れ
ま

せ
ん
。

※
各
種
税
額
控
除
を
適
用
後
の
所
得

割
額
が
な
い
場
合
は
定
額
減
税
は
あ

り
ま
せ
ん
。

　

納
税
者
本
人
の
減
税
額
は
、次
の

金
額
の
合
計
額
で
す
。た
だ
し
、合
計

額
が
個
人
住
民
税
の
所
得
割
を
超
え

る
場
合
は
、所
得
割
の
額
を
限
度
と

し
ま
す
。

　

な
お
、所
得
割
か
ら
減
税
額
を
引

き
き
れ
な
い
場
合
は
、差
額
を
給
付

金
と
し
て
給
付
し
ま
す
。

▼
本
人
…
１
万
円

　

令
和
６
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、令
和
６
年
度
分
の
個
人
住
民
税
に
お
い
て
定
額
減
税
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。具
体
的
に
は
、令
和
６
年
度
の
個
人
住
民
税
に
つ
い
て
、納
税
者
お
よ
び
同

一
生
計
配
偶
者
ま
た
は
扶
養
親
族（
国
内
居
住
者
に
限
り
ま
す
）１
人
に
つ
き
、個
人
住
民
税
所
得
割
か
ら
１
万
円
が
控
除
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、所
得
税
も
個
人
住
民
税
と
同
様
に
令
和
６
年
分
に
お
い
て
、納
税
者
お
よ
び
同
一
生
計
配
偶
者
ま
た
は
扶
養
親
族（
国
内
居
住
者
に
限
り
ま
す
）１
人
に
つ
き
、所
得
税
額
か
ら
３
万
円
が
控
除
さ
れ
ま
す
。

▼
控
除
対
象
配
偶
者
ま
た
は
扶
養
家

族（
国
内
居
住
者
に
限
る
）…
１
人
に

つ
き
１
万
円

※
控
除
対
象
配
偶
者
以
外
の
同
一
生

計
配
偶
者
の
方
が
い
る
場
合
は
、令
和

７
年
度
の
所
得
割
か
ら
控
除
し
ま
す
。

■
減
税
の
方
法

▼
給
与
所
得
か
ら
の
特
別
徴
収（
給

与
天
引
き
）の
場
合
…
令
和
６
年
６

月
分
の
特
別
徴
収
は
行
わ
ず
、減
税

後
の
税
額
を
11
分
割
し
、令
和
６
年

７
月
分
か
ら
令
和
７
年
５
月
分
の
給

与
か
ら
徴
収
し
ま
す
。

▼
普
通
徴
収（
事
業
所
得
者
等
の
方
）

の
場
合
…
第
１
期
分
の
税
額
か
ら
控

除
を
行
い
、控
除
し
き
れ
な
い
場
合

は
、第
２
期
以
降
の
税
額
か
ら
順
次

控
除
し
ま
す
。

▼
公
的
年
金
な
ど
か
ら
の
特
別
徴
収

（
年
金
天
引
き
）の
場
合

❶
公
的
年
金
な
ど
か
ら
の
特
別
徴
収

が
２
年
目
以
降
の
方

　

令
和
６
年
10
月
支
払
分
の
年
金
よ

り
年
金
天
引
き
さ
れ
る
税
額
か
ら
控

除
を
行
い
、控
除
し
き
れ
な
い
場
合

は
、12
月
支
払
分
以
降
の
税
額
か
ら

順
次
控
除
し
ま
す
。

❷
公
的
年
金
な
ど
か
ら
の
特
別
徴
収

が
初
年
度
の
方

　

令
和
６
年
度
か
ら
年
金
か
ら
の
特

別
徴
収
が
開
始
さ
れ
る
方
は
、普
通
徴

収
で
の
課
税
も
さ
れ
る
た
め（
第
１

期
か
ら
第
２
期
ま
で
）、普
通
徴
収
第

１
期
分
の
税
額
か
ら
控
除
さ
れ
、控

除
し
き
れ
な
い
場
合
は
、第
２
期
分

か
ら
控
除
し
ま
す
。な
お
控
除
し
き

れ
な
い
場
合
は
、令
和
６
年
10
月
以

降
に
支
払
わ
れ
る
年
金
よ
り
年
金
天

引
き
さ
れ
る
税
額
か
ら
控
除
し
ま
す
。

　

令
和
６
年
分
に
お
い
て
、納
税
者

お
よ
び
同
一
生
計
配
偶
者
ま
た
は
扶

養
親
族（
国
内
居
住
者
に
限
る
）１
人

に
つ
き
所
得
税
額
か
ら
３
万
円
が
控

除
さ
れ
ま
す
。対
象
者
は
個
人
住
民

税
と
同
様
で
す
。

■
減
税
の
方
法

▼
給
与
所
得
者
に
係
る
所
得
税
の
定

額
減
税
…
令
和
６
年
６
月
１
日
以
後
、

最
初
に
支
払
わ
れ
る
給
与
な
ど（
賞
与

を
含
む
）で
源
泉
徴
収
さ
れ
る
所
得
税

な
ど
か
ら
控
除
し
ま
す
。控
除
し
て
も

な
お
控
除
し
き
れ
な
い
金
額
は
、以
後

令
和
６
年
中
に
支
払
わ
れ
る
給
与
な

ど
で
源
泉
徴
収
さ
れ
る
べ
き
所
得
税

な
ど
か
ら
順
次
控
除
し
ま
す
。

▼
公
的
年
金
等
の
受
給
者
に
係
る
所

得
税
の
定
額
減
税
…
令
和
６
年
６
月

１
日
以
後
、最
初
に
厚
生
労
働
大
臣

な
ど
か
ら
支
払
わ
れ
る
公
的
年
金
な

ど
で
源
泉
徴
収
さ
れ
る
所
得
税
な
ど

か
ら
控
除
し
ま
す
。控
除
し
て
も
な

お
控
除
し
き
れ
な
い
金
額
は
、以
後
、

令
和
６
年
中
に
支
払
わ
れ
る
公
的
年

金
な
ど
で
源
泉
徴
収
さ
れ
る
所
得
税

な
ど
か
ら
順
次
控
除
し
ま
す
。

▼
事
業
所
得
者
な
ど
に
係
る
所
得
税

の
定
額
減
税
…
原
則
と
し
て
、令
和
６

年
分
の
所
得
税
の
確
定
申
告（
令
和

７
年
１
月
以
降
）の
際
に
所
得
税
額
か

ら
控
除
し
ま
す
。予
定
納
税
の
対
象

者
に
つ
い
て
は
、確
定
申
告
で
の
控
除

を
待
た
ず
に
、令
和
６
年
６
月
以
後

に
通
知
さ
れ
る
予
定
納
税
額
か
ら
納

税
者
本
人
分
に
係
る
金
額
が
控
除
さ

れ
、同
一
生
計
配
偶
者
ま
た
は
扶
養
親

族
に
係
る
金
額
は
、予
定
納
税
額
の
申

請
手
続
き
に
よ
り
控
除
が
可
能
で
す
。

個
人
住
民
税
の
減
税
額

所
得
税
の
定
額
減
税

◎
注
意
事
項

　
ふ
る
さ
と
納
税
に
係
る
特
別

控
除
の
限
度
額
を
計
算
す
る
際

に
用
い
る
所
得
割
額
は
定
額
減

税
前
の
税
と
な
り
ま
す
。

定
額
減
税
し
き
れ
な
い
と
見

込
ま
れ
る
方
へ
の
給
付
金

（
調
整
給
付
）

　

定
額
給
付
し
き
れ
な
い
と
見

込
ま
れ
る
方
に
は
、そ
の
差
額

を
給
付
し
ま
す
。詳
し
く
は
別

途
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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N E W S  M I K A S A

令和6年度三笠市サケ稚魚放流会
4月30日【問合先】企画調整課企画係℡③3182

　

幾
春
別
川
支
流
の
抜
羽

の
沢
川
で
サ
ケ
稚
魚
の
放

流
会
を
開
催
し
、約
５
０
０

匹
を
放
流
し
ま
し
た
。

　

こ
の
取
り
組
み
は
、幾
春

別
川
で
サ
ケ
の
遡
上
が
発

見
さ
れ
た
こ
と
を
機
に
幾

春
別
川
の
環
境
保
全
を
目

的
に
実
施
し
て
い
る
も
の

で
す
。

　

放
流
で
は
、幼
保
連
携
型

認
定
こ
ど
も
園
三
笠
ま
つ

ば
の
杜
の
園
児
と
市
職
員

で
声
を
か
け
な
が
ら
稚
魚

の
放
流
を
行
い
ま
し
た
。

　北海道では令和12年度を目途に、道内のどこに住んでいても同じ保険料負担になる「保険料率の統一」を
目指しており、本市も北海道が示す標準保険料率に近づけていく必要があります。
　全3回にわたり国民健康保険制度と国民健康保険料について解説していますが、3回目の今月号では本市
の国民健康保険料の算定方法と保険料率統一までのスケジュールを解説します。
❶本市の国民健康保険料の算定方法
　現状、本市では所得割、資産割、均等割、平等割の4方式となっていますが、北海道より令和９年度からは資
産割を廃止することが求められているため、令和6年度に資産割を廃止します。資産割を廃止することで三
笠市内に土地または家屋を所有し、固定資産税が課税されている方については算定されていた分の保険料
が算定されなくなります。
❷保険料率統一までのスケジュール
　本市の被保険者一人あたりの保険料については道内でも低位に位置しており、標準保険料率との差が大
きい状況です。今までは本市の国保基金を取り崩すことで保険料率の上昇を抑制していましたが、令和12年
度には保険料率が統一されることとなるため保険料は上昇することになります。保険料率の急激な上昇を
抑えるため、さまざまなパターンを試算した結果、本市では令和6年度に資産割を廃止し、令和7年度、令和9
年度、令和12年度に保険料率の改定を予定しています。

国民健康保険料の統一に向けた三笠市の取り組み国民健康保険料の統一に向けた三笠市の取り組み

令和6年度 資産割を廃止し、3方式での賦課
（保険料率の改正は行わない）

令和7年度 保険料率改正

令和9年度 保険料率改正

令和12年度 保険料率の統一…道内どこに住んでいても所
得・世帯構成が同じであれば同じ保険料負担

➡
➡

➡

【問合先】市民生活課保険医療係℡②3188


